
別紙第4号の8書式（平26財令73・全改、令2財令73・一部改正） 納入告知書・領収証書国庫金 第号 以下のとおり納付して下さい。 なお、納付金額の明細は、仕訳書に記載してあります。 年月日 歳入徴収官又は歳入徴収官代理 官職氏名 （納入者） 科目納付期限年月日 日本銀行本店、支店、代理店 資金運用収入納付場所 又は歳入代理店 運用利殖金収入年度財政投融資特別会計 利子収入 財務省及び 財務省理財局財政融資資金 国土交通省 （番号）勘定 所管 納付目的殿 貸付金利子、補償金、 貸付けの種類及び貸付先 加算金、違約金又は金額円 受入区分コードコード 延滞利子 ◎この納入告知書は、領収控及び領収済通知書とともに、 上記の金額を領収しました。 納付場所に提出して下さい。 領収日付等 備考 1用紙の大きさは、おおむね縦11㎝、横30㎝とする。 2番号、年度、年月日及び金額等の数字は、アラビア数字で明確に記入するも 3「貸付けの種類及び受入区分コード」及び「貸付先コード」の欄は、財務省 記入するものとする。 4別紙第4号書式の備考4は本書式に準用する。この場合において、別紙第4 する。 5納入者に本書式に係る納付情報により納付させようとするときは、当該納付 6必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の調整を加え 1延滞金の計算方法 イ元本金額×延滞金利率×（延滞金起算日から納付の日までの日数÷365）＝納付すべき延滞金額 ただし、既発生延滞金欄に延滞金額が記載されているときは、当該延滞金額との合計額が納付すべき延滞金額となります。 （注意）納付すべき延滞金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てて下さい。 ロ元本金額のほか、利息についても延滞金が付される場合（2の表の1に該当する場合）には、イの元本金額は、元本金額と利息との合計額となります。 （注意）延滞金利率は、日歩建てのものについても年利建てに換算して表示してあります。 2充当順序 延滞金を支払わなければならない場合において、領収した金額が元本（利息）及び支払われるべき延滞金の合計額に不足するときは、その金額を表面の充当区分欄の数字に対応する次の表の充当順序により、順次充当します。 充当区分表 充当区分 欄の数字 充当順序延滞金が付さ れる金額 1延滞金、（利息）、元本元本及び利息 2延滞金、（利息）、元本 3（利息）、延滞金、元本 元本 4元本、（利息）、延滞金 5（利息）、元本、延滞金 （利息）は、延納利息又は貸付金利息を納付すべき場合に該当するときです。 領収控国庫金領収済通知書国庫金 （理財局管理課）歳入徴収官又は歳入徴収 あて先官代理 官職氏名殿 第号納入者第号納入者 納付期限年月日納付期限年月日 日本銀行本店、支店、日本銀行本店、支店、 納付場所納付場所 代理店又は歳入代理店代理店又は歳入代理店 年度財政投融資特別会計年度財政投融資特別会計 財務省及び国財務省及び国 財務省理財局（番号）財政融資資金勘定財務省理財局（番号）財政融資資金勘定 土交通省所管土交通省所管 金額円金額円 貸付金利子、補 資金運用収入、 納付償金、加算金、 科目運用利殖金収 目的違約金又は延滞 入、利子収入 利子 貸付けの種類 貸付先 及び受入区分 コード コード 上記の金額を領収しました。上記の金額を領収しました。 領収日付等領収日付等 のとする。 理財局長が定める「貸付けの種類及び受入区分コード」及び「貸付先コード」を 号書式の備考4中「取扱庁名欄の番号」とあるのは「番号」と読み替えるものと に必要な事項を記載することとする。 ることができる。 領収控国庫金領収済通知書国庫金 （理財局管理課）歳入徴収官又は歳入徴収 あて先官代理 官職氏名殿 第号納入者第号納入者 納付期限年月日納付期限年月日 日本銀行本店、支店、日本銀行本店、支店、 納付場所納付場所 代理店又は歳入代理店代理店又は歳入代理店 年度財政投融資特別会計年度財政投融資特別会計 財務省及び国財務省及び国 財務省理財局（番号）財政融資資金勘定財務省理財局（番号）財政融資資金勘定 土交通省所管土交通省所管 金額円金額円 貸付金利子、補 資金運用収入、 納付償金、加算金、 科目運用利殖金収 目的違約金又は延滞 入、利子収入 利子 貸付けの種類 貸付先 及び受入区分 コード コード 上記の金額を領収しました。上記の金額を領収しました。 領収日付等領収日付等 号書式の備考4中「取扱庁名欄の番号」とあるのは、「取扱庁番号欄」と読み替え して事務処理をするために必要な項目として、「基礎年金番号（①欄）」、「生年月日 際の確認に関する事項（⑤欄及び⑥欄）」をアラビア数字で記入すること。 付に必要な事項を記載すること。 ることその他所要の調整を加えることができる。  


